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免許状取得者数及び教員採用者数について

４０，１５６１１７，９０３平成１７年度

２６，８９５１１５，６６９平成１１年度

３３，５８６１２８，３４２平成５年度

４４，２２８１４２，１５２昭和６２年度

５６，５９１１６８，４３３昭和５６年度

５３，４１３１５２，９１５昭和５０年度

３６，７４７ ※１３１，９７３昭和４４年度

３２，９３６４９，４６４昭和３９年度

教員採用者数（人）免許状取得者実数（人）授与年度

●免許状取得者実数：教職員課調べ
●教員採用者数：学校教員統計調査（採用年度は授与年度の翌年度）

調査対象は国・公・私立の幼稚園、小学校、中学校、高等学校、盲学校・聾学校・養護学校（現在の特別支援学校）、中等教育学校
ただし、※の調査対象は、公立の小学校、中学校、高等学校、盲学校・聾学校・養護学校（現在の特別支援学校）及び私立の幼稚
園、高等学校

1，6562，0885,025

高等学校中学校小学校

・平成１７年度教員免許状取得者数
（教職員課調べ）

・平成１８年度国公私立学校教員採用者数（新卒者）
（学校教員統計調査）

73,50951,19016,576

高等学校中学校小学校

＜参考＞
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文部科学省調べ【小学校】 355,134人 44.5歳
【中学校】 202,349人 44.3歳

【合計】 557,483人 44.4歳
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20歳(平成61年度退職）
21歳(平成60年度退職）
22歳(平成59年度退職）
23歳(平成58年度退職）
24歳(平成57年度退職）
25歳(平成56年度退職）
26歳(平成55年度退職）
27歳(平成54年度退職）
28歳(平成53年度退職）
29歳(平成52年度退職）
30歳(平成51年度退職）
31歳(平成50年度退職）
32歳(平成49年度退職）
33歳(平成48年度退職）
34歳(平成47年度退職）
35歳(平成46年度退職）
36歳(平成45年度退職）
37歳(平成44年度退職）
38歳(平成43年度退職）
39歳(平成42年度退職）
40歳(平成41年度退職）
41歳(平成40年度退職）
42歳(平成39年度退職）
43歳(平成38年度退職）
44歳(平成37年度退職）
45歳(平成36年度退職）
46歳(平成35年度退職）
47歳(平成34年度退職）
48歳(平成33年度退職）
49歳(平成32年度退職）
50歳(平成31年度退職）
51歳(平成30年度退職）
52歳(平成29年度退職）
53歳(平成28年度退職）
54歳(平成27年度退職）
55歳(平成26年度退職）
56歳(平成25年度退職）
57歳(平成24年度退職）
58歳(平成23年度退職）
59歳(平成22年度退職）
60歳(平成21年度退職）

61歳以上

(人)

小学校

中学校

公立小・中学校年齢別教員数（平成22年3月31日）
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平成２２年度各県市別受験者数、採用者数、競争率

区 分 小 学 校 中 学 校 高 等 学 校

受験 採用 競争率 受験 採用 競争率 受験 採用 競争率

者数 者数 者数 者数 者数 者数

579 23 25.2 603 41 14.7 565 68 8.3青森県

539 24 22.5 488 36 13.6 526 40 13.2岩手県

579 38 15.2 529 25 21.2 530 45 11.8長崎県

1,446 108 13.4 1,080 41 26.3 1,924 87 22.1沖縄県

824 63 13.1 932 35 26.6 1,220 94 13.0福島県

：

150 15 10.0 355 10 35.5 408 29 14.1秋田県

：

543 79 6.9 661 72 9.2 500 60 8.3新潟県

：

724 235 3.1 518 106 4.6 40 15 4.6川崎市

993 323 3.1 977 234 4.2 169 11 15.4大阪市

2,251 748 3.0 2,413 400 6.0 1,967 278 7.1愛知県

936 313 3.0 1,023 166 6.2 795 116 6.9広島県・広島市

2,021 718 2.8 3,553 399 5.7 220 5.7千葉県・千葉市 －

54,418 12,302 4.4 59,060 6,810 8.7 34,731 4,289 8.1全国合計

● 調査対象は、都道府県・指定都市教育委員会が実施する公立学校教員採用選考試験における受験者・採用者
● 川崎市の高等学校の受験者は中学校に含まれている。
● 千葉県の高等学校の受験者は中学校に含まれている。

（教職員課調べ）
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教員採用における多様な人材を活用するための取組について
（平成２２年度選考試験）

＜基本的年齢制限＞

４３０歳以上～３５歳以下

３２３６歳以上～４０歳以下

１６４１歳以上～５０歳以下

１３制限なし

県市数受験可能年齢の上限

＜基本的年齢制限の緩和＞

受験年齢制限

○ 教職経験者に対する受験年齢制限の緩和
正規教員経験者 ・・・２６県市
常勤講師経験者 ・・・１５県市
非常勤講師経験者 ・・・ ９県市

○その他の要件（民間企業経験や資格を有する者）に
よる受験年齢制限の緩和 ・・・２１県市

○ 特定校種・教科についての受験年齢制限の緩和
・・・９県市

特定の資格や経歴等を持つことによる一部試験免除・特別選考

５６３９１８３１３９実施県市数

教職経験社会人経験国際貢献

活動経験

スポーツ・芸術で
の技能や実績

英語の

資格

※ 特別免許状を活用した選考 ２７県市 ４



無特別免許状

の活用

民間企業・教職以外の公務員・NPO等の経験
が平成22年3月31日までで3年以上ある者

資格要件

８名（H20）、７名（H21）採用者数

筆記試験（専門）、小論文、面接（集団・個人）、
教科により実技あり。

なお、筆記試験（一般教養）は免除。

選考方法・

試験内容

小学校・中学校・特別支援学校・高等学校対象となる校
種等

民間企業等経験者を対象とした選考名称

有特別免許状
の活用

理学、農学、工学における博士の学位を有す
る者で、社会的信望があり、かつ教員の職務
を行うのに必要な熱意と識見を持っている者。

資格要件

５名（H20）、１名（H21）採用者数

第一次選考は書類選考、第二次選考は個別
面接と論文

選考方法・

試験内容

高等学校教諭等対象となる

校種等

社会人特別選考名称

特定の資格や経歴等を持つことによる一部試験免除の例

無特別免許状

の活用

TOEFL580点以上取得者、TOEIC860点以

上取得者、実用英語技能検定１級合格者の
いずれかに該当する方

資格要件

６名（H20）、４名（H21）採用者数

第１次試験（筆記試験）のうち専門教科を免
除

選考方法・

試験内容

中学校英語、高等学校英語対象となる

校種等

特定の資格や経歴等を持つことによる特別選考の例

無特別免許状

の活用

スポーツの分野において全国的規模以上の
協議会で優秀な成績を有する人、芸術等の
分野において全国的規模以上のコンクール・
展覧会等で優秀な成績を有する人

資格要件

１４名（H20）、１１名（H21）採用者数

専門試験、実技試験を免除選考方法・

試験内容

全校種対象となる

校種等
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採用者数における新卒者・民間企業経験者の数及び比率について

●平成１８年度より一部自治体においては受験者の経歴等を把握していないため、当該自治体の採用者を除いた人数を基に
比率を計算している。（採用者総数については全都道府県の採用者の合計を記載している。）

●「民間企業等勤務経験者」とは、公立学校教員採用前の職として教職以外の継続的な雇用に係る勤務経験のあった者をい
う。ただし、いわゆるアルバイトの経験は除く。

１,３９１（ ６.０％）７,１２７（２９.４％）２５,８９７平成２１年度

１,３６７（ ５.９％）７,８３０（３１.２％）２６,９１１平成２２年度

１,４４４（ ６.６％）６,３９３（２７.９％）２４,８５０平成２０年度

１,７５１（ ８.４％）５,６８０（２７.４％）２２,６４７平成１９年度

１,７７０（ ８.６％）５,３４１（２６.０％）２２,５３７平成１８年度

２,３４７（１０.９％）５,４０３（２５.０％）２１,６０６平成１７年度

２,０６８（１０.２％）５,１１８（２５.２％）２０,３１４平成１６年度

うち
民間企業等勤務経験者数

うち新卒者数採用者総数
年度

●調査対象は、都道府県・指定都市教育委員会が実施する公立学校教員採用選考試験における採用者 （教職員課調べ）
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多様な人材を登用するための施策について

免許状を有しない優れた知識経験を有する社会人を学校現場へ迎え入れるため、都道府県教育委員会が行う教育職員検定の合格
により授与する「教諭」の免許状（学校種及び教科ごとに授与）

○ 授与要件
① 担当教科に関する専門的な知識経験や技能を有すること

②社会的信望及び教員の職務を行うのに必要な熱意と識見を有すること

免許状を有しない優れた知識経験を有する社会人を学校現場へ迎え入れるため、都道府県教育委員会が行う教育職員検定の合格
により授与する「教諭」の免許状（学校種及び教科ごとに授与）

○ 授与要件
① 担当教科に関する専門的な知識経験や技能を有すること

②社会的信望及び教員の職務を行うのに必要な熱意と識見を有すること

特別免許状特別免許状 Ｈ２０年度授与件数： ５６件

（平成元～２０年度総授与件数：３４６件）

優れた社会人を学校現場へ迎え入れるため、免許状を有しない者を教科等の一部領域（例：看護、芸術等）を担任する非常勤講師に

充てることができる。

優れた社会人を学校現場へ迎え入れるため、免許状を有しない者を教科等の一部領域（例：看護、芸術等）を担任する非常勤講師に

充てることができる。

特別非常勤講師特別非常勤講師 Ｈ２０年度届出件数： ２１，３５９件

大学等で教職課程を取らなかった者で教育者としてふさわしい資質を身に付け，教職を志すに至った者に対し教職への道を開くこと
を目的として創設。本試験合格者には、普通免許状を授与する。

○ 実施している試験
① 幼稚園教員資格認定試験（幼稚園教諭二種免許状）
② 小学校教員資格認定試験（小学校教諭二種免許状）
③ 特別支援学校教員資格認定試験

（特別支援学校自立活動教諭一種免許状（視覚障害教育、聴覚障害教育、肢体不自由教育、言語障害教育））

大学等で教職課程を取らなかった者で教育者としてふさわしい資質を身に付け，教職を志すに至った者に対し教職への道を開くこと
を目的として創設。本試験合格者には、普通免許状を授与する。

○ 実施している試験
① 幼稚園教員資格認定試験（幼稚園教諭二種免許状）
② 小学校教員資格認定試験（小学校教諭二種免許状）
③ 特別支援学校教員資格認定試験

（特別支援学校自立活動教諭一種免許状（視覚障害教育、聴覚障害教育、肢体不自由教育、言語障害教育））

教員資格認定試験教員資格認定試験 Ｈ２１年度合格者数： 幼稚園７５人、小学校２５３人、特別支援学校４２人

（Ｈ２１年度までの合格者総数： 幼稚園１，２９４人（Ｈ１７～）、小学校６，６４３人（Ｓ４８～）、特別支援１，１６０人（Ｓ４８～） ）

高等学校の書道［書道家］、公民［新聞記者］、保健体育［高校野球監
督］、英語［企業で英文和訳担当］、家庭［調理師専門学校教員］、工業
［製鉄会社職員］、商業［企業で会計処理担当］、水産［航海士］、看護
［医師・看護師］、宗教［住職・牧師］、中学校の理科［農学博士・研究者］

（【中学校】英語４，音楽・社会・宗教各１ 【高校】看護２０，英語４，保健体育・工業・
福祉・家庭・音楽・公民・宗教・情報・理科各１ 【特別支援学校】１６）

○ 主な事例
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